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補助対象者 　小規模事業者であること（下表）、確定している（申告済みの）直近過去3年分の「各年」または
「各事業年度」の課税所得の年平均額が15億円を超えていないこと等。

補助上限額

業　　　　種 常時使用する従業員数
商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く） ５人以下
サービス業のうち宿泊業・娯楽業 ２０人以下
製造業その他 ２０人以下

通常枠 50万円　賃金引上げ枠、 卒業枠、 後継者支援枠、 創業枠 200万円　
（インボイス特例　各枠の補助上限額に 50万円上乗せ）

補　助　率

補助対象経費

補助対象経費の２/３（賃金引上げ枠で赤字事業者は３/４）

機械装置等費 / 広報費 / ウェブサイト関連費 / 展示会等出展費（オンラインによる展示会・商談
会等含む）/ 旅費 / 新商品開発費 / 資料購入費 / 借料 / 設備処分費 / 委託・外注費

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

補助対象者 中小企業者等

補　助　額 補助枠 補助上限 補助率

750万円～8,000万円
補助金額 1,500万円以内
中小企業 1/2、小規模企業者等 2/3
補助金額 1,500万円以上
中小企業 1/3、小規模企業者等 1/3

省力化（オーダーメイド）枠

通常類型
750万円～1,250万円

中小企業 1/2、小規模企業者等 2/3
新型コロナ回復加速化特例 2/3

成長分野進出類型
1,000万円～2,500万円 中小企業、小規模企業者等 2/3

製品・サービス高付加価値化枠

中小企業 1/2、小規模企業者等 2/33,000万円グローバル枠

※補助上限額は従業員規模や申請類型により異なります。

申請方法及び詳細等については下記「問合せ先」よりご確認ください。
※公募時期により補助額等が変更になることもあります。

　※上記は必要に応じて改訂されることがありますので、最新のものを当補助金公式ホームページでご確認ください。

問 合 せ 先 商工会議所地区  小規模事業者持続化補助金事務局
☎ 03－4330－3480
9：00～12：00 / 13：00～17：00（土日祝日および年末年始を除く） 

問 合 せ 先 ものづくり補助金事務局サポートセンター
☎ 050－3821－7013
10：00～17：00（土日祝日および年末年始を除く）

補助対象経費 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、
原材料費、外注費、知的財産権等関連経費、海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費

下館商工会議所支援機関

下館商工会議所支援機関

２

小規模事業者持続化補助金
　小規模事業者等が、商工会議所の支援を受けながら、自ら作成した持続的な経営に向けた経営計画に基づく、
販路開拓等の取組や、販路開拓等と併せて行う業務効率化（生産性向上）の取組を支援するため、それに要
する経費の一部を補助するものです。

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（ものづくり補助金）
　中小企業・小規模事業者が、革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い、生産性を向上
させるための設備投資を行う場合、それに要する経費の一部を補助するものです。



枠/
類型

通常枠
Ａ類型 Ｂ類型

インボイス枠 セキュリティ
対策推進枠電子取引類型インボイス対応類型

複数社連携
ＩＴ導入類型

補助
対象者 中小企業・小規模事業者等

補助額
5万円～
150万円

未満

150万円
～

450万円
以下

ＩＴツール
 ＰＣ・タブ
レット等

レジ
販売機 ＩＴツール

（下限なし）
350万円～ ～10万円 ～20万円 （下限なし）

～350万円

機能
要件

1
プロセス

以上

4
プロセス

以上

（会計・
受発注
・決裁
のうち
1 機能
以上）

会計・
受発注
・決裁
のうち
2 機能
以上

左記ＩＴツール
の使用に資する

もの

詳細は公式
ＨＰをご覧
ください

①デジタル化基盤導
　入類型の対象経費
　（左記同様）
②消費動向等分析経
　費（上記①以外の
　経費）50万円× 参
　画事業者数補助
　上限： ①+②で
　3,000 万円
③事務費・専門家費
　補助上限：200万円

5万円～
100万円

サイバーセ
キュリティ
お助けサー
ビスリスト
のいずれか
のサービス

補助率 1/2以内
3/4以内

※小規模企
業者は4/5

2/3
以内 1/2以内

2/3以内
その他事業
者等1/2以内

①デジタル化基盤導
　入類型と同様
②③ 2/3 以内

1/2以内

補助
対象
経費

ソフトウェア購入
費、クラウド利用
料（最大 2 年分）、
導入関連費

ソフトウェア購入費、クラウド利
用料（最大 2 年分）、ハードウェア
関連費、導入関連費

クラウド利用費
（クラウド利用
料最大 2 年分）

ソフトウェア購入費、ク
ラウド利用料（最大 2 年
分）、ハードウェア関連
費、導入関連費

利用料
（最大2年分）

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。
問 合 せ 先 サービス等生産性向上 IT 導入支援事業コールセンター

☎ 0570－666－376　9：30～17：30（土・日・祝日を除く）

名称 類型 対象となる経費 補助率 補助上限

経営革新

創業支援型

経営者交代型

Ｍ＆Ａ類型

補助対象経費の
1/2以内
※一定の条件を満たす場
　合、600万円相当部分の
　補助率は 2/3 以内

800万円以内
※賃上げ条件を満たさない
　場合は600万円以内

専門家活用
買い手支援型

売り手支援型

補助対象経費の
2/3以内
補助対象経費の
1/2以内または2/3以内

50万円以上、 
600万円以内
※廃業費用に関連する上
　乗せ額は150万円以内

廃業・再チャレンジ 補助対象経費の2/3以内 50万円以上、 
150万円以内

申込方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 事業承継・引継ぎ補助金事務局
☎ 050－3000－3550（経営革新）
　 050－3000－3551（専門家活用/廃業・再チャレンジ）
10：00～12：00、13：00～17：00（平日）

店舗等借入費、産業財産権等関
連経費、マーケティング調査費、
原材料費、会場借料費、広報費、
外注費、委託費、設備費、謝金、旅
費、廃業費 （廃業支援費、在庫廃
棄費、解体費、原状回復費等）
謝金、旅費、外注費、委託費、
システム利用料、保険料、
廃業費（廃業支援費、在庫
廃棄費、解体費、原状回復費）
廃業費（廃業支援費、在庫廃
棄費、解体費、原状回復費等）

下館商工会議所支援機関

下館商工会議所支援機関

補助
対象者

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
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ＩＴ導入補助金
　中小企業・小規模事業者等が自社の課題やニーズに合ったIT ツールを導入することで自社の強み・弱みを認識・分析し、業務効率化・
売上向上を目指すこと、潜在的に引き起こるリスクや生産性向上を阻害するリスクの対策をすること、会計ソフト・受発注ソフト・決済ソ
フト・ECソフトの導入によるインボイス対応も見据えた企業間取引のデジタル化を推進すること等に係る経費の一部を補助する制度です。

事業承継・引継ぎ補助金
　事業承継・引継ぎ補助金は、事業再編、事業統合を含む事業承継を契機として経営革新等を行う中小企業・小規模事業者に対し
て、その取組に要する経費の一部を補助するとともに、事業再編、事業統合に伴う経営資源の引継ぎに要する経費の一部を補助す
る事業を行うことにより、事業承継、事業再編・事業統合を促進し、我が国経済の活性化を図ることを目的とする補助金です。

補助対象者 　小規模事業者であること（下表）、確定している（申告済みの）直近過去3年分の「各年」または
「各事業年度」の課税所得の年平均額が15億円を超えていないこと等。

補助上限額

業　　　　種 常時使用する従業員数
商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く） ５人以下
サービス業のうち宿泊業・娯楽業 ２０人以下
製造業その他 ２０人以下

通常枠 50万円　賃金引上げ枠、 卒業枠、 後継者支援枠、 創業枠 200万円　
（インボイス特例　各枠の補助上限額に 50万円上乗せ）

補　助　率

補助対象経費

補助対象経費の２/３（賃金引上げ枠で赤字事業者は３/４）

機械装置等費 / 広報費 / ウェブサイト関連費 / 展示会等出展費（オンラインによる展示会・商談
会等含む）/ 旅費 / 新商品開発費 / 資料購入費 / 借料 / 設備処分費 / 委託・外注費

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

補助対象者 中小企業者等

補　助　額 補助枠 補助上限 補助率

750万円～8,000万円
補助金額 1,500万円以内
中小企業 1/2、小規模企業者等 2/3
補助金額 1,500万円以上
中小企業 1/3、小規模企業者等 1/3

省力化（オーダーメイド）枠

通常類型
750万円～1,250万円

中小企業 1/2、小規模企業者等 2/3
新型コロナ回復加速化特例 2/3

成長分野進出類型
1,000万円～2,500万円 中小企業、小規模企業者等 2/3

製品・サービス高付加価値化枠

中小企業 1/2、小規模企業者等 2/33,000万円グローバル枠

※補助上限額は従業員規模や申請類型により異なります。

申請方法及び詳細等については下記「問合せ先」よりご確認ください。
※公募時期により補助額等が変更になることもあります。

　※上記は必要に応じて改訂されることがありますので、最新のものを当補助金公式ホームページでご確認ください。

問 合 せ 先 商工会議所地区  小規模事業者持続化補助金事務局
☎ 03－4330－3480
9：00～12：00 / 13：00～17：00（土日祝日および年末年始を除く） 

問 合 せ 先 ものづくり補助金事務局サポートセンター
☎ 050－3821－7013
10：00～17：00（土日祝日および年末年始を除く）

補助対象経費 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、
原材料費、外注費、知的財産権等関連経費、海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費

下館商工会議所支援機関

下館商工会議所支援機関

２

小規模事業者持続化補助金
　小規模事業者等が、商工会議所の支援を受けながら、自ら作成した持続的な経営に向けた経営計画に基づく、
販路開拓等の取組や、販路開拓等と併せて行う業務効率化（生産性向上）の取組を支援するため、それに要
する経費の一部を補助するものです。

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（ものづくり補助金）
　中小企業・小規模事業者が、革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い、生産性を向上
させるための設備投資を行う場合、それに要する経費の一部を補助するものです。



申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

補助対象者 ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新市場進出（新分野展開、業態転換）、
事業・業種転換、事業再編、国内回帰・地域サプライチェーン維持・強靱化又はこれらの取組
を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等

補 助 対 象
経 費 の 例

建物費（建物の建築・改修等）、機械装置・システム構築費、技術導入費（知的財産権導入に
要する経費）、外注費（加工、設計等）、広告宣伝費・販売促進費（広告作成、媒体掲載、展示
会出展等）、研修費（教育訓練費等）等
【注】補助対象企業の従業員の人件費、従業員の旅費、不動産、汎用品の購入費等は補助対象外です。

事業類型の
概　　　要 事 業 類 型 補助率

成長分野進出枠（通常類型）
・ポストコロナに対応した、成長分野への大
胆な事業再構築にこれから取り組む事業者
向け

・国内市場縮小等の構造的な課題に直面して
いる業種・業態の事業者向け

中小1/2（※2/3）
中堅1/3（※1/2）

補助上限額
(従業員21～50人のケース)

問 合 せ 先 ●よくあるご質問
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/faq.html

●事業再構築補助金事務局コールセンターコールバック予約システム
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/callback.html

3,000万円
（※4,000万円）
（一部廃業を伴う場合
　　　2,000万円上乗せ）
※短期に大規模な賃上げ
　を行う場合

※短期に大規模な
　賃上げを行う場合

成長分野進出枠（GX進出類型）
・ポストコロナに対応した、グリーン成長戦
略「実行計画」14分野の課題の解決に資
する取組をこれから行う事業者向け

中小1/2（※2/3）
中堅1/3（※1/2）

中小：5,000万円
（※6,000万円）
中堅：1億円
（※1.5億円）
※短期に大規模な賃上げ
　を行う場合

※短期に大規模な
　賃上げを行う場合

※コロナで抱えた債務
　の借り換えを行って
　いない者の場合

コロナ回復加速化枠（通常類型）
・今なおコロナの影響を受け、コロナで抱え
た債務の借り換えを行っている事業者や事
業再生に取り組む事業者向け

中小2/3
中堅1/2

2,000万円

コロナ回復加速化枠（最低賃金類型）
・コロナ禍が終息した今、最低賃金引上げの
影響を大きく受ける事業者向け

中小3/4（※2/3）
中堅2/3（※1/2）

1,500万円

サプライチェーン強靱化枠
・ポストコロナに対応した、国内サプライチ
ェーンの強靱化に資する取組をこれから行
う事業者向け

中小1/2
中堅1/3

3億円（※5億円）
※建物費を含む場合

事業再構築補助金事務局HP

4

事業再構築補助金
　新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国内回帰、地域サプライチェーン維持・強靱化又はこれらの取組
を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する、中小企業等の挑戦を支援します！



申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

補助対象者 人手不足の状態にある中小企業等
対 象 要 件  ・中小企業等が、事務局ＨＰに公開する補助対象製品のリスト（カタログ）に登録された製品か

　ら選んで省力化のための設備投資を行い、労働生産性 年平均成長率 3％向上を目指す事業計
　画（※）に取り組むこと。
　※省力化で削減された工数分の人員削減を行うものは対象外
 ・（賃上げによる補助上限額引き上げを適用する場合）給与支給総額年率 6％・事業場内最低賃
　金年額 45 円以上の賃上げに取り組むこと。

補 助 率 等 カタログに掲載された製品が補助対象となり、また、補助上限額は従業員数ごとに異なります。

※ 賃上げ要件を達成した場合、（ ）内の値に補助上限額を引き上げ

補 助 対 象 補助率
補助対象としてカタログ
に登録された製品等

補助上限額
従業員数 5 人以下
従業員数 6 ～ 20 人
従業員数 21 人以上

200万円（300万円）
500万円（750万円）
1,000万円（1,500万円）

1/2 以下

　※上記は必要に応じて改訂されることがありますので、最新のものを当補助金公式ホームページでご確認ください。

問 合 せ 先 中小企業省力化投資補助事業  事務局ホームページ
URL : https://shoryokuka.smrj.go.jp/

ナビダイヤル  ☎0570－099－660（IP 電話等からの問い合わせ先  ☎ 03－4335－7595） 
 9：30～17：30（土日祝日除く）
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中小企業省力化投資補助金
　中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等に対して、IoT、ロボッ
ト等の人手不足解消に効果がある汎用製品を導入するための事業費等の経費の一部を補助することにより、簡
易で即効性がある省力化投資を促進し、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図るとともに、賃上げにつな
げることを目的とします。

電子申請にご利用頂ける「ＧビズＩＤ」とは、１つのアカウントで複数の
行政サービスにアクセスできる認証システムです。

ジー・ビズ・アイディー

https://gbiz-id.go.jp

GビズID 検索

※「GビズID」の詳細については、以下のホームページをご覧ください。

各種補助金を申請する前に「電子申請システム」ＧビズID【gBizプライム】の取得が必要です！

必要なもの
①書類郵送申請：印鑑証明書・登録印
②オンライン申請：マイナンバーカード

GビズIDは、各種補助金や社会保険、雇用保険など、会社で必要になるさまざまな申請に対応可能です。

「GビズID」のアカウント取得方法
１．「GビズID」のホームページから「ｇBizプライム作成」のボタンをクリックして、申請書を作成・ダウンロード
２．必要事項を入力して作成した申請書と印鑑証明を「ＧビズＩＤ運用センター」に郵送
３．申請が承認されると、メールが送られてきます
４．メールに記載されたＵＲＬをクリックして、パスワードを設定したら手続き完了！

GビズIDのうち「gBizプライム」でIDとパスワードを取得することで、補助金の電子申請が可能に！
申請から取得まで1週間程度を要しますので公募開始前からのご準備をお勧めします。無料で取得出来ます。

ＧビズＩＤアカウント取得にあたって

事業計画を作成しよう！
　補助金の申請には事業計画作成が不可欠です。下館商工会議所では、指定専門家（中小企業診断士・経
営士等）、経営指導員・支援員が中心となって、定期的に集団セミナーや個別相談（オンライン対応）を行
い、事業計画作成・補助金申請の支援を行っております。

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

補助対象者 ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新市場進出（新分野展開、業態転換）、
事業・業種転換、事業再編、国内回帰・地域サプライチェーン維持・強靱化又はこれらの取組
を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等

補 助 対 象
経 費 の 例

建物費（建物の建築・改修等）、機械装置・システム構築費、技術導入費（知的財産権導入に
要する経費）、外注費（加工、設計等）、広告宣伝費・販売促進費（広告作成、媒体掲載、展示
会出展等）、研修費（教育訓練費等）等
【注】補助対象企業の従業員の人件費、従業員の旅費、不動産、汎用品の購入費等は補助対象外です。

事業類型の
概　　　要 事 業 類 型 補助率

成長分野進出枠（通常類型）
・ポストコロナに対応した、成長分野への大
胆な事業再構築にこれから取り組む事業者
向け

・国内市場縮小等の構造的な課題に直面して
いる業種・業態の事業者向け

中小1/2（※2/3）
中堅1/3（※1/2）

補助上限額
(従業員21～50人のケース)

問 合 せ 先 ●よくあるご質問
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/faq.html

●事業再構築補助金事務局コールセンターコールバック予約システム
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/callback.html

3,000万円
（※4,000万円）
（一部廃業を伴う場合
　　　2,000万円上乗せ）
※短期に大規模な賃上げ
　を行う場合

※短期に大規模な
　賃上げを行う場合

成長分野進出枠（GX進出類型）
・ポストコロナに対応した、グリーン成長戦
略「実行計画」14分野の課題の解決に資
する取組をこれから行う事業者向け

中小1/2（※2/3）
中堅1/3（※1/2）

中小：5,000万円
（※6,000万円）
中堅：1億円
（※1.5億円）
※短期に大規模な賃上げ
　を行う場合

※短期に大規模な
　賃上げを行う場合

※コロナで抱えた債務
　の借り換えを行って
　いない者の場合

コロナ回復加速化枠（通常類型）
・今なおコロナの影響を受け、コロナで抱え
た債務の借り換えを行っている事業者や事
業再生に取り組む事業者向け

中小2/3
中堅1/2

2,000万円

コロナ回復加速化枠（最低賃金類型）
・コロナ禍が終息した今、最低賃金引上げの
影響を大きく受ける事業者向け

中小3/4（※2/3）
中堅2/3（※1/2）

1,500万円

サプライチェーン強靱化枠
・ポストコロナに対応した、国内サプライチ
ェーンの強靱化に資する取組をこれから行
う事業者向け

中小1/2
中堅1/3

3億円（※5億円）
※建物費を含む場合

事業再構築補助金事務局HP
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事業再構築補助金
　新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国内回帰、地域サプライチェーン維持・強靱化又はこれらの取組
を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する、中小企業等の挑戦を支援します！



（※2）医業に従事する医師が勤務する病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院については常時
使用する労働者数が300人以下の場合は、中小企業事業主に該当します。

（※1）中小企業事業主の範囲
ＡまたはＢの要件を満たす企業が中小企業になります。

業 種 Ａ
資本または出資額

Ｂ
常時使用する労働者

5,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

小売業（飲食店を含む)

以下のいずれか低い額
Ⅰ 以下１～３の上限額及び４の加算額の合計額
Ⅱ 対象経費の合計額×補助率３／４（※5）

（※5） 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対象の取組で⑥から⑦を実施する
場合で、その所要額が30万円を超える場合の補助率は４／５

助 成 額

サービス業（※2）

卸売業

50人以下

100人以下

100人以下

3億円以下その他の業種 300人以下

対象事業主 以下のいずれにも該当する事業主です。
１．労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主(※1)であること。
２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備していること。
３．交付申請時点で、「成果目標」①から③の設定に向けた条件を満たしていること。
成果目標の設定
支給対象となる取組は、以下の「成果目標」①から③のうち１つ以上選択し、その達成を目指
して実施してください。
①：全ての対象事業場において、令和５年度又は令和６年度内において有効な36協定について、
　　時間外・休日労働時間数を縮減し、月60時間以下、又は月60時間を超え月80時間以下に
　　上限を設定し、所轄労働基準監督署長に届け出を行うこと
②：全ての対象事業場において、年次有給休暇の計画的付与の規定を新たに導入すること
③：全ての対象事業場において、時間単位の年次有給休暇の規定を新たに導入し、かつ、特別
　　休暇（病気休暇、教育訓練休暇、ボランティア休暇、新型コロナウイルス感染症対応の
　　ための休暇、不妊治療のための休暇、時間単位の特別休暇）の規定をいずれか１つ以上を
　　新たに導入すること

助成対象と
なる取組

～いずれか１つ以上を実施～
① 労務管理担当者に対する研修（※3）
② 労働者に対する研修（※3）、周知・啓発
③ 外部専門家によるコンサルティング
④ 就業規則・労使協定等の作成・変更
⑤ 人材確保に向けた取り組み
⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新（※4）
⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新（※4）
(※3）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修も含みます。
(※4）原則として、パソコン、タブレット、スマートフォンは対象となりません。

助　成　額 「成果目標」の達成状況に応じて、助成対象となる取組の実施に要した経費の一部を支給します。
【助成額最大730万円】
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働き方改革推進支援助成金
　令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されています。
生産性を向上させ、労働時間の削減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主の皆さ
まを支援します。



引上げ人数 １～３人 11人～30人

30万円

48万円

４～６人

60万円

96万円

７～10人

100万円

160万円

３％以上引上げ

５％以上引上げ

１人当たり10万円
（上限300万円）
１人当たり16万円
（上限480万円）

【Ⅰの上限額】

（常時使用する労働者数が30人以下の場合）

引上げ人数 １～３人 11人～30人

15万円

24万円

４～６人

30万円

48万円

７～10人

50万円

80万円

３％以上引上げ

５％以上引上げ

１人当たり5万円
（上限150万円）
１人当たり8万円
（上限240万円）

（常時使用する労働者数が30人を超える場合）

１． 成果目標①の上限額

２．成果目標②の上限額：25万円
３．成果目標③の上限額：25万円
４．賃金引上げの達成時の加算額

現に有効な36協定において、
時間外労働と休日労働の合計
時間数を月60時間を超えて設
定している事業場

現に有効な36協定において、
時間外労働と休日労働の合計
時間数を月80時間を超えて設
定している事業場

150万円200万円

事業実施後に設定する時間
外労働と休日労働の合計時
間数

時間外労働と休日労働の合
計時間数を月60時間以下に
設定

－100万円
時間外労働と休日労働の合
計時間数を月60時間を超
え、月80時間以下に設定

助　成　額

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 茨城労働局　雇用環境・均等室・助成金部門
　茨城労働局助成金事務センター
〒310－0801　水戸市桜川2-5-7　ＭシティビルⅢ　1階、2階
☎ 029－246－6371（土日祝日年末年始除く）平日８：30～17：15

雇用関係助成金検索ツール（その他の助成金を検討している方）／厚生労働省

事業実施前の設定時間数

茨城労働局

雇用関係助成金
検索ツール
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（※2）医業に従事する医師が勤務する病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院については常時
使用する労働者数が300人以下の場合は、中小企業事業主に該当します。

（※1）中小企業事業主の範囲
ＡまたはＢの要件を満たす企業が中小企業になります。

業 種 Ａ
資本または出資額

Ｂ
常時使用する労働者

5,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

小売業（飲食店を含む)

以下のいずれか低い額
Ⅰ 以下１～３の上限額及び４の加算額の合計額
Ⅱ 対象経費の合計額×補助率３／４（※5）

（※5） 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対象の取組で⑥から⑦を実施する
場合で、その所要額が30万円を超える場合の補助率は４／５

助 成 額

サービス業（※2）

卸売業

50人以下

100人以下

100人以下

3億円以下その他の業種 300人以下

対象事業主 以下のいずれにも該当する事業主です。
１．労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主(※1)であること。
２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備していること。
３．交付申請時点で、「成果目標」①から③の設定に向けた条件を満たしていること。
成果目標の設定
支給対象となる取組は、以下の「成果目標」①から③のうち１つ以上選択し、その達成を目指
して実施してください。
①：全ての対象事業場において、令和５年度又は令和６年度内において有効な36協定について、
　　時間外・休日労働時間数を縮減し、月60時間以下、又は月60時間を超え月80時間以下に
　　上限を設定し、所轄労働基準監督署長に届け出を行うこと
②：全ての対象事業場において、年次有給休暇の計画的付与の規定を新たに導入すること
③：全ての対象事業場において、時間単位の年次有給休暇の規定を新たに導入し、かつ、特別
　　休暇（病気休暇、教育訓練休暇、ボランティア休暇、新型コロナウイルス感染症対応の
　　ための休暇、不妊治療のための休暇、時間単位の特別休暇）の規定をいずれか１つ以上を
　　新たに導入すること

助成対象と
なる取組

～いずれか１つ以上を実施～
① 労務管理担当者に対する研修（※3）
② 労働者に対する研修（※3）、周知・啓発
③ 外部専門家によるコンサルティング
④ 就業規則・労使協定等の作成・変更
⑤ 人材確保に向けた取り組み
⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新（※4）
⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新（※4）
(※3）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修も含みます。
(※4）原則として、パソコン、タブレット、スマートフォンは対象となりません。

助　成　額 「成果目標」の達成状況に応じて、助成対象となる取組の実施に要した経費の一部を支給します。
【助成額最大730万円】
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働き方改革推進支援助成金
　令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されています。
生産性を向上させ、労働時間の削減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主の皆さ
まを支援します。



対　象　者 次のすべての要件を満たす方
１　小規模事業者の方

２　最近１年以上、下館商工会議所の地区内で営業している方
３　商工会議所の経営指導を原則 6 カ月以上受けている方
４　納期の到来している所得税又は法人税、事業税、住民税（県民税・市民税）を完納している方
５　日本政策金融公庫（国民生活事業）の非対象業種の方は利用できません。

資 金 使 途 経営改善に必要な運転資金及び設備資金

業種 従業員数
卸売業・小売業 ５人以下
サービス業（宿泊業・娯楽業以外） ５人以下
サービス業のうち宿泊業・娯楽業 ２０人以下
製造業・建設業・その他 ２０人以下

※従業員数には
　事業主、家族従業員、臨時、パー
　ト、アルバイト、法人の役員は含
　みません（ただし、法人役員の家
　族従業員は従業員とみなします）。

※申込金額と現在のマル経融資の利用残高が合計1,500万円をこえる場合は事業計画書の提出が必要です。

運転資金
●商品・材料の仕入　●買掛金・手形決済
●諸経費の支払い　　など

設備資金
●店舗・工場などの改装　●機械・什器等
の設備購入　●営業用車両の購入　　など

融資限度額 ２，０００万円以内（※新型コロナウイルス対策マル経は別枠）
返 済 期 間 運転資金 7 年以内（うち据置１年以内） ／ 設備資金10年以内（うち据置２年以内）
担保・保証人 不要

※お申し込みから融資実行までに 1 カ月程度かかります。
※国の特別貸付なので、㈱日本政策金融公庫（国民生活事業）から融資されます。
※審査の結果、ご希望に添えない場合があります。
※申込方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

資
　
　
融
　
　
営
　
　
経
　
　ル
　
　
マ

利　　　率 １．４５％（令和6年7月１日現在）
※賃上げ貸付利率特例制度
　貸付後2年間、一般マル経の利率より▲0.5％
　給与等支給額が2.5％以上増加している、または増加見込みの事業者が対象

問 合 せ 先

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
マ
ル
経
融
資

対　象　者 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた方であって、次のいずれかに該当する方

　※詳細はご相談時に説明します。
融資限度額 別枠 1,000万円　

※申込金額と現在のマル経融資の利用残高が合計1,500万円を超える場合は事業計画書の提出が必要です。
返 済 期 間 運転資金20年以内（うち据置5年以内） ／ 設備資金20年以内（うち据置5年以内）
担保・保証人 不要

・最近1 カ月の売上高または過去6 カ月（最近1カ月を含む。）の平均売上高が、前６年の
　いずれかの年の同期と比較して5％以上減少またはこれと同様の状況にある小規模事業者
・債務負担が重くなっている方

ご利用いただける方 新たに事業を開始後3ヵ月以上の事業者であって、雇用者給与等支給額（注1）の総
額が最近の決算期と比較して2.5％以上増加する見込みがある方（注2）

貸付利率 各融資制度に定める利率－0.5％（貸付日から2年間）　（※）利率の下限は0.3％
その他 上記以外の融資条件は、各融資制度に定める条件が適用されます。

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。
問 合 せ 先
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●小規模事業者経営改善資金貸付（マル経融資）
　小規模事業者経営改善資金（マル経融資）は、商工会議所の経営指導を受けて経営改善を図ろうとする小
規模事業者に対し、商工会議所が日本政策金融公庫に推薦することで、同公庫から無担保・無保証人・低金
利で融資が受けられる国の公的融資制度です。

下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 

賃上げ貸付利率特例制度

下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 



資金の種類 資金の内容 返済期間 融資額

設備資金 ７年以内 1,000万円以内

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

※要件としては、市税を完納していること、市内に居住又は事業所を有していること、その他市長が定める
　要件を有していることが必要です。
保証料補給制度
　市では借入者の債務負担を軽減するために、茨城県信用保証協会に支払う保証料を全額補助しています。

店舗、工場、倉庫等の新・増築及び機械等の
購入、その他各種設備の購入時に要する資金

運転資金 ７年以内 1,000万円以内材料、商品仕入れ及び手形、買掛金決済資金
等に要する資金　

設備・運転併用資金 ７年以内 1,000万円以内上記、運転・設備資金の内容に要する資金

個人またはNPO法人の場合は、「常時使用する従業員数」が下表に該当すれば対象となり
ます。法人の場合は、「資本金または出資金」もしくは「常時使用する従業員数」のいずれ
か一方が下表に該当すれば対象となります。

業 種 資本または出資金 常時使用する従業員数
3億円以下 300人以下

業　歴　・
所　在　地

企 業 規 模

法人の場合は、本店または事業所のいずれか、個人の場合は、現に届住している住居また
は事業所が茨城県内にあれば対象となります。ただし、業歴または所在地の定めのある
保証制度の場合は、その定めによります。

信用保証料 信用保証のご利用に際し、信用保証料が必要となります。
信用保証料とは、信用保証の対価として中小企業者の皆さまにお支払いをいただくものです。
中小企業者の皆さまからいただいた信用保証料は、主に日本政策金融公庫に支払う信用保険
料に充てられています。

ご
利
用
い
た
だ
け
る
方

製 造 業 ・ そ の 他
1億円以下 100人以下卸 売 業

5,000万円以下 50人以下小 売 業 ・ 飲 食 業
5,000万円以下 100人以下サ ー ビ ス 業

－ 300人以下医 療 法 人 等

3億円以下 300人以下ソ フ ト ウ エ ア 業
3億円以下 300人以下情 報 処 理 サ ー ビ ス 業

5,000万円以下 200人以下旅 館 業

3億円以下 900人以下ゴ ム 製 品 製 造 業
（自動車または航空機用タイヤおよびチューブ製
造 業 な ら び に 工 業 用 ベ ル ト 製 造 業 を 除 く。）
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筑西市自治金融制度
　自治金融制度とは、市が保証機関である茨城県信用保証協会と融資機関である市内取扱金融機関と連携を
図りながら、地元中小企業に対し事業経営に要する資金を斡旋する制度です。令和６年７月現在金利1.35%

茨城県信用保証協会の保証制度
　茨城県信用保証協会は、中小企業者の皆さまが金融機関から事業資金を借り入れる際、公的な保証人となっ
て借り入れを容易にし、金融の円滑化を通じて中小企業者の支援を行うために設立された「信用保証協会法」
に基づく公的機関です。

問 合 せ 先 下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 

問 合 せ 先 茨城県信用保証協会
☎ 029－224－7811（代表)　9：00～17：00（平日） 

対　象　者 次のすべての要件を満たす方
１　小規模事業者の方

２　最近１年以上、下館商工会議所の地区内で営業している方
３　商工会議所の経営指導を原則 6 カ月以上受けている方
４　納期の到来している所得税又は法人税、事業税、住民税（県民税・市民税）を完納している方
５　日本政策金融公庫（国民生活事業）の非対象業種の方は利用できません。

資 金 使 途 経営改善に必要な運転資金及び設備資金

業種 従業員数
卸売業・小売業 ５人以下
サービス業（宿泊業・娯楽業以外） ５人以下
サービス業のうち宿泊業・娯楽業 ２０人以下
製造業・建設業・その他 ２０人以下

※従業員数には
　事業主、家族従業員、臨時、パー
　ト、アルバイト、法人の役員は含
　みません（ただし、法人役員の家
　族従業員は従業員とみなします）。

※申込金額と現在のマル経融資の利用残高が合計1,500万円をこえる場合は事業計画書の提出が必要です。

運転資金
●商品・材料の仕入　●買掛金・手形決済
●諸経費の支払い　　など

設備資金
●店舗・工場などの改装　●機械・什器等
の設備購入　●営業用車両の購入　　など

融資限度額 ２，０００万円以内（※新型コロナウイルス対策マル経は別枠）
返 済 期 間 運転資金 7 年以内（うち据置１年以内） ／ 設備資金10年以内（うち据置２年以内）
担保・保証人 不要

※お申し込みから融資実行までに 1 カ月程度かかります。
※国の特別貸付なので、㈱日本政策金融公庫（国民生活事業）から融資されます。
※審査の結果、ご希望に添えない場合があります。
※申込方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

資
　
　
融
　
　
営
　
　
経
　
　ル
　
　
マ

利　　　率 １．４５％（令和6年7月１日現在）
※賃上げ貸付利率特例制度
　貸付後2年間、一般マル経の利率より▲0.5％
　給与等支給額が2.5％以上増加している、または増加見込みの事業者が対象

問 合 せ 先

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
マ
ル
経
融
資

対　象　者 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた方であって、次のいずれかに該当する方

　※詳細はご相談時に説明します。
融資限度額 別枠 1,000万円　

※申込金額と現在のマル経融資の利用残高が合計1,500万円を超える場合は事業計画書の提出が必要です。
返 済 期 間 運転資金20年以内（うち据置5年以内） ／ 設備資金20年以内（うち据置5年以内）
担保・保証人 不要

・最近1 カ月の売上高または過去6 カ月（最近1カ月を含む。）の平均売上高が、前６年の
　いずれかの年の同期と比較して5％以上減少またはこれと同様の状況にある小規模事業者
・債務負担が重くなっている方

ご利用いただける方 新たに事業を開始後3ヵ月以上の事業者であって、雇用者給与等支給額（注1）の総
額が最近の決算期と比較して2.5％以上増加する見込みがある方（注2）

貸付利率 各融資制度に定める利率－0.5％（貸付日から2年間）　（※）利率の下限は0.3％
その他 上記以外の融資条件は、各融資制度に定める条件が適用されます。

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。
問 合 せ 先
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●小規模事業者経営改善資金貸付（マル経融資）
　小規模事業者経営改善資金（マル経融資）は、商工会議所の経営指導を受けて経営改善を図ろうとする小
規模事業者に対し、商工会議所が日本政策金融公庫に推薦することで、同公庫から無担保・無保証人・低金
利で融資が受けられる国の公的融資制度です。

下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 

賃上げ貸付利率特例制度

下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 



※1 融資利率は、信用保証協会の保証付きの場合の年利（固定）です。また、融資期間により利率が変わります。
※2 保証料率は、貸付金額に対する料率です。
※3 創業支援融資と女性・若者・障害者創業支援融資の融資限度額は、両制度の合算で3,500万円となります。

雇用拡大支援融資

新分野進出等支援融資

女性・若者・障害者創業支援融資

小売商業・地場産業支援融資

観光おもてなし施設整備融資

パワーアップ融資

災害対策融資
緊急対策枠

地震災害予防対策枠

事業承継支援融資

借換融資

経
営
安
定
化
資
金

事
業
活
性
化
資
金

設備投資支援融資

経営合理化融資

資金
区分 融資名称 融　資　対　象

創業支援融資

一
般
資
金

再生支援融資

小規模企業支援融資

短期運転資金融資

（一般融資）①　経営の安定・合理化を図るために工場・店舗等に要する資金を必要とする場合

小規模企業者が経営の安定・合理化を図るために設備等を導入する場合

・脱炭素化（脱炭素化に資する設備を導入することにより、製品や企業の競争力向上と経営力の強化を図る取組）

事業拡大により常用従業員2名（小規模企業の場合又は中高年者を雇用する場合は1名）以上を雇用する場合

障害者雇用に積極的に取り組んでいる場合

3年以内に事業承継を予定している法人又は事業承継をして3年を経過していない法人であって一定の財務要件を満た
す場合

知事が認めた災害等により経営の安定に支障が生じた場合

「パートナーシップ構築宣言」に登録し、「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトにおいて宣言を公表している場合

直近3か月の売上高等が前年同期に比べ5％以上減少している場合など

耐震性向上等の対策を行う場合やアスベストの除去を行う場合など

元金償還が１年以上経過している制度融資の既往借入金を借り換えることにより、月々の返済額を軽減する場合

従業員20人（商業、サービス業は５人）以下の小規模企業者で、経営の安定・合理化を図るために工場や店舗等に要
する事業信金が必要なとき

短期の運転資金が必要な場合

業績不振であるが、茨城県中小企業活性化協議会等の支援を受けることで経営改善計画書が策定され、経営の改善が見
込まれる場合

国の定める危機関連保証の認定を受けた場合

県が指定した倒産事業者に対し50万円以上の売掛金債権を有している場合

国の定める経営安定関連保証各号の認定を受けた場合

店舗の改装等を行う場合、大規模商業施設等にテナント出店する場合

地場産業を行う場合、過疎地域に立地している場合

観光拠点施設の整備を行う場合

うち一定基準を潰たす宿泊施設の整備を行う場合（中小企業以外の利用可）

次に掲げる事業計画を策定して実行する場合
・新分野進出（日本標準産業分類の細分類で現在行っている事業と異なる事業に進出する取組）
・事業転換（現在行っている事業を廃止して新たな事業を開始する取組）
・業態転換（商品の販売又は役務の提供について新たな方法を導入する取組）
・事業拡大（新たな設備投資を実施することにより現在行っている事業を拡大する取組）
・海外展開（商品、サービス等の輸出又は海外直接投資をする取組）

・事業を営んでいない個人が1か月以内に事業を開始する場合
・事業を営んでいない個人が2か月以内に新会社を設立し、事業を開始する場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）
・中小企業である会社が新会社を設立し、事業を開始する場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）
・事業を営んでいない個人が事業を開始（又は会社設立）してから5年未満の場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）

（うち新たに会社を設立し、事業の譲渡により事業の全部又は一部を当該会社に承継させる場合であって、当該
創業者が事業を開始した日から起算して5年未満の場合も含む）

・中小企業である会社が設立した新会社で、設立から5年未満の場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）

女性・若者（35歳未満）・障害者で以下の要件に該当する場合
・事業を営んでいない個人が1か月以内に事業を開始する場合
・事業を営んでいない個人が2か月以内に新会社を設立し、事業を開始する場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）
・事業を営んでいない個人が事業を開始（又は会社設立）してから5年未満の場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）

（うち新たに会社を設立し、事業の譲渡により事業の全部又は一部を当該会社に承継させる場合であって、当該創業
者が事業を開始した日から起算して5年未満の場合も含む）

（転貸融資）協同組合等が組合員に対し事業資金の転貸融資を行う場合

（一般融資）②　①に該当し、保証協会による債務の保証について信用保証料率の引上げを条件として経営者保証を提供
しないものとする制度（事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度）を選択する場合
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茨城県制度融資



2024年９月１日現在

融資期間（措置）
※年数は以内 融資限度額 融資利率

※１
保証料率
※２ 備考 申込窓口信用

保証

設備5,000万円
運転3,000万円
併用5,000万円

1.9 ～ 2.1％
0.45 ～ 1.9％
②の場合、①
の率に0.25ま
たは0.45％上

乗せ

0.45 ～ 1.9％

②の場合、国の補助により、中小企業者が負担する保証料率は0.55％～2.2％
になります。

・令和7年3月31日まで、基準料率より0.1％引下げになります。（一部の場合
を除く）

・引下げ後の2割を県が補助します。

原則 0.9％
（創業支援1号） 

原則 1.1％ 
（創業支援2号）

・令和7年3月31日まで、創業関連保証及び再挑戦支援保証を利用する場合は、
保証料率より0.3％引下げになります。（一部の場合を除く）

・令和7年3月31日まで、スタートアップ創出促進保証を利用する場合は、保
証料率より0.3％引下げになります。（一部の楊合を除く）

・令和7年3月31日まで、一般保証を利用する場合は、基準料率より0.1％引
下げになります。（一部の場合を除く）

・引下げ後の5割（上限0.3％）を県が補助します。

商工会等

任意

要

任意

設備7年（1年）
運転5年（1年）
併用5年（1年）

事業資金3,000万円 1.9 ～ 2.0％事業資金５年（1年）

要設備1億円 1.2 ～ 1.5％設備10年（3年）

要
設備3,500万円
運転3,500万円
併用3,500万円　　※3

1.2 ～ 1.5％
設備10年（2年）
運転7年（1年）
併用7年（1年）

原則 0.9％
（創業支援1号） 

原則1.1％ 
（創業支援2号）

・令和7年3月31日まで、創業関連保証及び再挑戦支援保証を利用する場合は、
保証料率より0.45％引下げになります。（一部の場合を除く）

・令和7年3月31日まで、スタートアップ創出促進保証を利用する場合は、保
証料率より0.45％引下げになります。（一部の場合を除く）

・令和7年3月31日まで、一般保証を利用する場合は、基準料率より0.1％引
下げになります。（一部の場合を除く）

・引下げ後の10割（上限0.45％）を県が補助します。

要
設備3,500万円
運転3,500万円
併用3,500万円　　※3

1.2 ～ 1.5％
設備10年（2年）
運転7年（1年）
併用7年（1年）

0.45 ～ 1.9％
・令和7年3月31日まで、基準料率より0.1％引下げになります。（一部の場合

を除く）
・引下げ後の２割を県が補助します。

任意
設備1億円
運転3,000万円 1.3 ～ 1.6％

設備10年（2年）
運転5年（1年）

0.45 ～ 1.9％ ・令和7年3月31日まで、基準料率より0.1％引下げになります。（一部の場合
を除く）任意

設備1億円
運転3,000万円 1.3 ～ 1.5％

設備7年（1年）
運転5年（1年）

0.45 ～ 1.9％ ・令和7年3月31日まで、基準料率より0.1％引下げになります。（一部の場合
を除く）任意

設備1億円
運転3,000万円 1.3 ～ 1.6％設備10年（2年）

運転5年（1年）

0.45 ～ 1.9％
・中小企業活性化協議会及び事業承継引継ぎ支援センターによる確認を受け

た場合は0.10％～ 1.05％
・県と保証協会でそれぞれ0.1％引下げになります。

要
設備8,000万円
運転8,000万円
併用8,000万円

1.3 ～ 1.6％
設備10年（１年）
運転10年（１年）
併用10年（１年）

0.45 ～ 1.9％ ・基準料率の5割を県が補助します。要
設備5,000万円
運転3,000万円
併用5,000万円

1.3 ～ 1.6％
設備10年（３年）
運転7年（２年）
併用7年（２年）

0.45 ～ 1.9％

0.8％

0.7 ～ 0.9％

0.45 ～ 1.9％

・基準料率の1割を県が補助します。（一部除く）要

設備5,000万円
運転5,000万円
併用5,000万円

1.3 ～ 1.6％
設備10年（３年）
運転7年（２年）
併用7年（２年）

運転5,000万円 1.3 ～ 1.5％運転７年（２年）

0.45 ～ 1.9％任意設備5,000万円
運転3,000万円 1.2 ～ 1.5％設備10年（３年）

運転7年（２年）

原則 0.8％

・事業再生計画書等の策定が必須です。
・事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）を付する場合は、据置期間を

最大５年とします。国の補助により、中小企業者が負担する保証料率は0.2
％となります。

・事業再生計画実施関連保証を付する場合は、基準料率の1割を県が補助しま
す。（一部除く）

要
設備１億円
運転１億円
併用１億円

2.2％以内
設備10年（１年）
運転10年（１年）
併用10年（１年）

設備1億円
運転3,000万円 1.3 ～ 1.5％設備7年（2年）

運転5年（1年）

0.45 ～ 1.9％ ・令和7年3月31日まで、基準料率より0.1％引下げになります。（一部の場合
を除く）任意

設備5億円
（保証付きの場合は2億8,000万円）

1.3 ～ 1.7％設備12年（2年）
設備10億円

（保証付きの場合は2億8,000万円）

設備1億円設備10年（2年）

商工会等

茨城県産業政策課

0.5 ～ 2.2％
・小口零細企業保証の利用が必須
・令和7年3月31日まで、基準料率から0.1％引下げになります。（一部の場合

を除く）
要

　設備・運転・併用2,000万円
（既存の保証付融資残高との合
計で2,000万円の範囲以内）

1.2 ～ 2.1％
設備 7～10 年（1～ 3 年）
運転 5～10 年（1～２年）
併用 5～10 年（1～２年）

・商工会等
・取扱金融機関（借換分

を利用する場合に限る）

0.45 ～ 1.9％任意運転2,000万円 1.5％運転１年 取扱金融機関

0.45 ～ 1.9％ ・基準料率の1割を県が補助します。（一部除く）要　既往借入金の残額及び借換
に係る諸費用 1.3 ～ 1.6％運転10年（１年） 取扱金融機関

取扱金融機関

商工会等
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※1 融資利率は、信用保証協会の保証付きの場合の年利（固定）です。また、融資期間により利率が変わります。
※2 保証料率は、貸付金額に対する料率です。
※3 創業支援融資と女性・若者・障害者創業支援融資の融資限度額は、両制度の合算で3,500万円となります。

雇用拡大支援融資

新分野進出等支援融資

女性・若者・障害者創業支援融資

小売商業・地場産業支援融資

観光おもてなし施設整備融資

パワーアップ融資

災害対策融資
緊急対策枠

地震災害予防対策枠

事業承継支援融資

借換融資

経
営
安
定
化
資
金

事
業
活
性
化
資
金

設備投資支援融資

経営合理化融資

資金
区分 融資名称 融　資　対　象

創業支援融資

一
般
資
金

再生支援融資

小規模企業支援融資

短期運転資金融資

（一般融資）①　経営の安定・合理化を図るために工場・店舗等に要する資金を必要とする場合

小規模企業者が経営の安定・合理化を図るために設備等を導入する場合

・脱炭素化（脱炭素化に資する設備を導入することにより、製品や企業の競争力向上と経営力の強化を図る取組）

事業拡大により常用従業員2名（小規模企業の場合又は中高年者を雇用する場合は1名）以上を雇用する場合

障害者雇用に積極的に取り組んでいる場合

3年以内に事業承継を予定している法人又は事業承継をして3年を経過していない法人であって一定の財務要件を満た
す場合

知事が認めた災害等により経営の安定に支障が生じた場合

「パートナーシップ構築宣言」に登録し、「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトにおいて宣言を公表している場合

直近3か月の売上高等が前年同期に比べ5％以上減少している場合など

耐震性向上等の対策を行う場合やアスベストの除去を行う場合など

元金償還が１年以上経過している制度融資の既往借入金を借り換えることにより、月々の返済額を軽減する場合

従業員20人（商業、サービス業は５人）以下の小規模企業者で、経営の安定・合理化を図るために工場や店舗等に要
する事業信金が必要なとき

短期の運転資金が必要な場合

業績不振であるが、茨城県中小企業活性化協議会等の支援を受けることで経営改善計画書が策定され、経営の改善が見
込まれる場合

国の定める危機関連保証の認定を受けた場合

県が指定した倒産事業者に対し50万円以上の売掛金債権を有している場合

国の定める経営安定関連保証各号の認定を受けた場合

店舗の改装等を行う場合、大規模商業施設等にテナント出店する場合

地場産業を行う場合、過疎地域に立地している場合

観光拠点施設の整備を行う場合

うち一定基準を潰たす宿泊施設の整備を行う場合（中小企業以外の利用可）

次に掲げる事業計画を策定して実行する場合
・新分野進出（日本標準産業分類の細分類で現在行っている事業と異なる事業に進出する取組）
・事業転換（現在行っている事業を廃止して新たな事業を開始する取組）
・業態転換（商品の販売又は役務の提供について新たな方法を導入する取組）
・事業拡大（新たな設備投資を実施することにより現在行っている事業を拡大する取組）
・海外展開（商品、サービス等の輸出又は海外直接投資をする取組）

・事業を営んでいない個人が1か月以内に事業を開始する場合
・事業を営んでいない個人が2か月以内に新会社を設立し、事業を開始する場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）
・中小企業である会社が新会社を設立し、事業を開始する場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）
・事業を営んでいない個人が事業を開始（又は会社設立）してから5年未満の場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）

（うち新たに会社を設立し、事業の譲渡により事業の全部又は一部を当該会社に承継させる場合であって、当該
創業者が事業を開始した日から起算して5年未満の場合も含む）

・中小企業である会社が設立した新会社で、設立から5年未満の場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）

女性・若者（35歳未満）・障害者で以下の要件に該当する場合
・事業を営んでいない個人が1か月以内に事業を開始する場合
・事業を営んでいない個人が2か月以内に新会社を設立し、事業を開始する場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）
・事業を営んでいない個人が事業を開始（又は会社設立）してから5年未満の場合（創業支援2号のみ自己資金要件有）

（うち新たに会社を設立し、事業の譲渡により事業の全部又は一部を当該会社に承継させる場合であって、当該創業
者が事業を開始した日から起算して5年未満の場合も含む）

（転貸融資）協同組合等が組合員に対し事業資金の転貸融資を行う場合

（一般融資）②　①に該当し、保証協会による債務の保証について信用保証料率の引上げを条件として経営者保証を提供
しないものとする制度（事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度）を選択する場合
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茨城県制度融資



融 資 対 象

保 証 料 率

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 セーフティネット保証制度
茨城県信用保証協会 ☎ 029－224－7811（代表）
中小企業金融相談窓口 ☎ 03－3501－1544（直通）
中小企業庁事業環境部金融課 ☎ 03－3501－1511（内線 5271～5275）
 FAX：03－3501－6861

取引先等の再生手続等の申請や事業活動の制限、災害、取引金融機関の破綻、大規模な経済
危機等による信用の収縮等等により経営の安定に支障を生じている中小企業者であって、事
業所の住所地を管轄する市町村長又は特別区長の認定を受けたもの。
おおむね1％以内（危機関連保証については0.8％以内）で、各信用保証協会毎および各保証
制度毎 に定められています。

保証限度額 【一般保証限度額】
　普通保証 2億円以内 無担保保証 8,000万円以内 無担保無保証人保証 2,000万円以内 

【別枠保証限度額】普通保証 2億円以内※ 
　無担保保証 8,000万円以内 無担保無保証人保証 2,000万円以内 

※経営安定関連保証6号の場合の普通保証の別枠保証限度額は3億円以内。
※危機関連保証と経営安定関連保証を併用する場合、それぞれに対して別枠保証限度額が

付与される。

融 資 対 象

利 率 （年）

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 株式会社日本金融政策公庫
☎ 029－221－7138

次のすべてに当てはまる方
１．事業計画書を策定し、事業の成長を図ること
２．次のいずれかに該当すること

イ　一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会の会員（賛助会員を除く。）等又は独立
行政法人中小企業基盤整備機構若しくは株式会社産業革新投資機構が出資する投資事
業有限責任組合等から出資（転換社債、新株引受権付社債、新株予約権及び新株予約
権付社債等の取得を含む。）を受けている方

ロ　JｰStartupプログラムまたはJｰStartup地域版プログラムに選定された方

利率（年）上限2.5％
※なお、信用リスク・融資期間などに応じて所定の利率が適用されます。ただし、担保を徴しない場

合には、利率の引下げ措置があります。

保証限度額 直接貸付 20億円 

返 済 期 間  設備資金 20年以内（うち据置期間10年以内） 
運転資金 20年以内（うち据置期間10年以内）
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セーフティーネット
　中小企業信用保険法で定める要因によって経営の安定に支障が生じている中小企業者に対し、信用保証協
会を通じ、保証限度額の別枠化により、資金調達の円滑化を図る制度です。

スタートアップ支援資金
　日本の経済成長及び社会課題の解決を先導することが見込まれるスタートアップの成長を支援します。



施設名 施設概要面積 利 用 料

チャレンジショップA ２０㎡ 10,000円/月 スピカ本庁舎１階の南側Bの
東側パイプゲート扉

チャレンジショップB １８㎡ 9,000円/月

契約保証金

30,000円

30,000円 スピカ本庁舎１階の南側Aの
西側ガラス引き戸扉 

補助対象者

補助対象の
要件

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 筑西市役所 経済部 商工観光課 

※いずれか一方を補助

〒308-1686 茨城県筑西市丙 360 番地
☎  0296－54－7011　FAX 0296－20－1186
E-mail shokou@city.chikusei.lg.jp

空き店舗を賃借又は購入し新規開店をする、下記どちらかの要件を満たす方。
（1）補助対象指定区域内にある空き店舗で、新たに店舗を出店したいと考えている方
（2）すでに店舗を営業している方で、新たに補助対象指定区域内※にある空き店舗での出店

を考えている方。
※補助対象指定区域内とは・・・本市の区域内に存在する、都市計画法に規定する市街化地域

（1）地域の活性化に関する事業等に積極的に関わる、取り組む意思があること
（2）風営法及び暴力団排除条例の規定に該当しないこと
（3）新規出店者と店舗所有者とが同一、または２親等以内の親族でないこと
（4）週５日以上の営業で、１年以上の継続的な営業を行う見込みがあること
（5）市税等の滞納がないこと
（6）筑西市内の店舗を対象区域に移転する場合、元の店舗が空き店舗にならないこと

補 助 内 容
補助種別

改 装 費 補 助
補助対象経費

出店しようとする空き店舗
の改装工事費

（内外装、設備工事費など）

補 助 率
補助対象経費の１／２
限度額は５０万円
１回限り補助

備　　考
改装工事前の申請が
必要。
筑西市内の施工業者
が行う工事に限る。

賃 借 料 補 助 出店しようとする空き店舗
等の賃借料

（敷金、礼金、共益費等を
除く）

補助対象経費の１／２
限度額は月額５万円
１２か月補助

営業開始前の申請が
必要。

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先
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チャレンジショップ

空き店舗対策事業

　筑西市役所本庁舎１階（スピカビル）にチャレンジショップ２店舗。賑わいの創出及び地域の活性化に資
するため、市内で起業を目指す方を対象に、期間限定で店舗運営の経験ができる「チャレンジショップ」事
業を展開しています。

　筑西市の商業地域活性化に向けた、空き店舗等減少による賑わいの創出及び商環境の向上を図るため、空き
店舗等に新規出店する方に、改装費又は賃借料の一部を補助します。

下館商工会議所 
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日）

融 資 対 象

保 証 料 率

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 セーフティネット保証制度
茨城県信用保証協会 ☎ 029－224－7811（代表）
中小企業金融相談窓口 ☎ 03－3501－1544（直通）
中小企業庁事業環境部金融課 ☎ 03－3501－1511（内線 5271～5275）
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融 資 対 象

利 率 （年）
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セーフティーネット
　中小企業信用保険法で定める要因によって経営の安定に支障が生じている中小企業者に対し、信用保証協
会を通じ、保証限度額の別枠化により、資金調達の円滑化を図る制度です。

スタートアップ支援資金
　日本の経済成長及び社会課題の解決を先導することが見込まれるスタートアップの成長を支援します。



対　象　者

対 象 経 費

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 筑西市役所 経済部 商工観光課 
〒308-1686 茨城県筑西市丙 360 番地
☎  0296－54－7011　FAX 0296－20－1186
E-mail shokou@city.chikusei.lg.jp

下記の要件を全て満たす、筑西市外に本社を有する法人
・申請時において２年以上継続して事業を行っており、筑西市内に事務所又は事業所を有し

ていないこと
・日本標準産業分類に定める中分類のうち、情報サービス業、インターネット付随サ ービス

業、映像・音声・文字情報制作業その他市長がサテライトオフィス等による 事務所の開設
を可能と認める業種であること

・サテライトオフィス等を開設しようとする空き店舗等について都市計画法の規定に 基づく
許可を受ける必要がある場合には、当該許可を受けること

・サテライトオフィス等の開設後、当該開設した事務所において３年以上事業を継続する意
思があること

・筑西市暴力団排除条例に定める暴力団等でないこと
・事務所の改装に要する経費
・インターネット環境その他の通信環境の整備に要する経費
・備品、事務機器等の購入及び運搬に要する経費
・空き店舗等の購入に要する経費（仲介手数料、不動産登記費用その他の諸経費を除く。）
・空き店舗等の賃貸借に係る１月分の家賃、管理費及び共益費並びに敷金及び礼金

詳細等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 茨城県事業承継・引継ぎ支援センター
〒310－0801 茨城県水戸市桜川1－1－25 大同生命水戸ビル9階903
☎ 029－284－1601

詳細等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 バトンズカスタマーセンター
☎ 0120－998－603　9：00～17：00（平日）

補 助 金 額 最大１００万円 （対象経費の２/３）
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事業承継・引継ぎ支援センター

筑西市サテライトオフィス等誘致推進補助金

　事業承継の相談をワンストップで行うため、これまで、第三者による事業引継ぎを支援してきた「茨城県事
業引継ぎ支援センター」と、おもに親族内承継を支援してきた「茨城県事業承継支援ネットワーク」の機能を
統合して誕生した公的な相談窓口です。新しいセンターのおもな業務は、①事業承継（親族内・第三者）に関
するご相談　②Ｍ＆Ａマッチング支援　③事業承継計画策定支援　④事業承継診断、セミナー実施などです。

いばらき未来マッチング　事業承継推進事業
　M&A・事業承継支援プラットフォーム「BATONZ （バトンズ）」内の特設サイトにオープンネームで後
継者募集記事を公開します。
　プロのライターによる取材記事と写真で、事業の歴史や経営者の想い、あとつぎに託したいことや募集要
件などを掲載します。インターネット上に公開することで、全国各地からあとつぎを探すことができます。

　市内の指定地域に存する空き店舗等を購入、又は賃借し、サテライトオフィス又は本社機能の全部を有する
事務所（以下「サテライトオフィス等」という。）を開設する事業です。



加 入 資 格 中小企業者等

掛　　　金 月 5,000円～30,000円　※全従業員選択可
月 2,000円～4,000円　  ※短時間労働者のみ選択可

　当商工会議所では申込を受け付ておりません。申込方法等については「最寄りの金融機関」によりご確認く
ださい。

加 入 資 格 小規模事業者
掛　　　金 月 1,000円～70,000円

申込方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

健康経営の
ご　案　内

申請方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

アクサ生命は、企業と地域社会の永続的発展を目的に、自治体、商工団体、公的保険者をは
じめとするステークホルダーの皆さまと連携し、2014年から上記理念に基づき健康経営の普
及啓発・実践支援を行っています。
全国に配置する健康経営アドバイザー・エキスパートアドバイザー資格者が経営者と従業員
の皆さまに寄り添い、実効性の高い健康経営の実践をご支援してまいります。

貸 　 　 付 掛金の10倍の範囲内で最高8,000万円まで貸付け
貸付条件は、無担保・無保証人

掛　　　金 掛金の積立限度額は800万円
掛金月額の上限は20万円
掛金は損金または必要経費に

申込方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先 下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 

問 合 せ 先 独立行政法人 中小企業基盤整備機構
☎ 050－5541－7171　９：00～17：00（平日） 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構
☎ 050－5541－7171　９：00～17：00（平日） 

問 合 せ 先

償 還 期 間 貸付額に応じて設定
そ　の　他 早期完済時は早期償還手当金を支給
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アクサ生命共済制度

小 規 模 企 業 共 済

中小企業退職金共済

　小規模企業共済制度は、小規模企業の個人事業主、共同経営者または会社等の役員が、第一線を退いたと
きの生活の安定または事業の再建等を図る資金をあらかじめ準備しておくための共済制度です。掛金は個人
の所得税の控除として全額算入できます。

経営セーフティ共済
　経営セーフティ共済は、取引先事業者が倒産し、売掛金債権等が回収困難になった場合に、貸付けが受け
られる共済制度です。「もしも」のときの資金調達手段として当面の資金繰りをバックアップします。

　中小企業退職金共済制度とは、中小企業退職金共済法に基づき設けられた中小企業のための国の退職金制
度です。
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対 象 経 費
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問 合 せ 先 筑西市役所 経済部 商工観光課 
〒308-1686 茨城県筑西市丙 360 番地
☎  0296－54－7011　FAX 0296－20－1186
E-mail shokou@city.chikusei.lg.jp

下記の要件を全て満たす、筑西市外に本社を有する法人
・申請時において２年以上継続して事業を行っており、筑西市内に事務所又は事業所を有し
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業、映像・音声・文字情報制作業その他市長がサテライトオフィス等による 事務所の開設
を可能と認める業種であること

・サテライトオフィス等を開設しようとする空き店舗等について都市計画法の規定に 基づく
許可を受ける必要がある場合には、当該許可を受けること
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補 助 金 額 最大１００万円 （対象経費の２/３）
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業引継ぎ支援センター」と、おもに親族内承継を支援してきた「茨城県事業承継支援ネットワーク」の機能を
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　M&A・事業承継支援プラットフォーム「BATONZ （バトンズ）」内の特設サイトにオープンネームで後
継者募集記事を公開します。
　プロのライターによる取材記事と写真で、事業の歴史や経営者の想い、あとつぎに託したいことや募集要
件などを掲載します。インターネット上に公開することで、全国各地からあとつぎを探すことができます。

　市内の指定地域に存する空き店舗等を購入、又は賃借し、サテライトオフィス又は本社機能の全部を有する
事務所（以下「サテライトオフィス等」という。）を開設する事業です。



対　象　者 管内小規模事業者

費　　　用 年１回　無料

支 援 内 容 経営、技術、販売、労務等

派遣方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

対　象　者 中小企業、小規模事業者、NPO 法人、一般社団法人、社会福祉法人等の中小企業、小規模事
業者に類する方、創業予定の方

支 援 内 容 創業支援、web 戦略、IT 活用、法務・税務、雇用・労務、事業承継、デザイン、広報戦略、
販路開拓、経営改善、新商品開発、売上拡大等

費　　　用 無料

相談方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先

問 合 せ 先 下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 

下館商工会議所
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 

支 援 内 容 企画・設計技術の向上、新製品・新技術の開発、生産管理・品質管理、IT導入による生産性の
向上、経営計画の立案、給与体制と勤務体系の再構築等

対　象　者 県内に事業所を有する中小企業の方（創業予定の方を含む）

相談方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先

派 遣 期 間 原則として10日間を限度

企 業 負 担 専門家派遣に要する費用（謝金及び交通費）の3分の1相当額

公益財団法人いばらき中小企業グローバル推進機構　グローバル展開二課
茨城県水戸市桜川2－2－35（茨城県産業会館9階）
☎ 029－224－5317　FAX 029－227－2586

茨城県よろず支援拠点
URL : https://ibaraki-yorozu.go.jp/
☎ 029－224－5339　8：30～17：15（平日）
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いばらきエキスパートバンク

よろず支援 拠点

　小規模事業者が抱える、経営課題に対して、専門家を派遣する事業です。ご利用にあたっては、事前に窓
口等で相談内容を把握させていただいた上で、実施日・実施場所・講師等を決定させていただきます。

　中小企業、小規模事業者、創業予定者などのみなさまが抱える様々な経営課題を解決するために設置され
た相談窓口です。経営全般の専門知識を持つコーディネーターが経営改善、新事業の立ち上げ、販路拡大な
ど、幅広い分野での支援を相談者に合わせてサポートを行います。

中小企業エキスパート派遣事業
　公益財団法人いばらき中小企業グローバル推進機構に登録された、大手企業OBや技術士等の技術に関する
専門家、及び中小企業診断士や税理士等の経営に関する専門家のことです。専門的知識や経験を有する技術
面・経営面の専門家「エキスパート」を依頼のあった企業に派遣し、支援を行います。



対　象　者 ①直近１年間を超える事業実績があること
②法人にあっては登記事項証明書上の本社所在地が、個人にあっては住所地が茨城県内にあること。
③特定事業者

主たる事業を営んでいる業種 常時使用する従業員数
製造業、建設業、運輸業、その他の業種（下記以外） 500人以下
卸売業 400人以下
サービス業（下記以外） 300人以下
ソフトウェア業、情報処理サービス業、旅館業 500人以下
小売業 300人以下

 ・  計画期間：3 年 or 4 年 or 5 年
 ・  下記の①～⑥に該当する、創意ある新たな取り組みであること
　① 新商品の開発又は生産 　　　　　　　　   ④ 役務（サービス）の新たな提供の方式の導入
　② 新役務（サービス）の開発又は提供 　　   ⑤ 技術に関する研究開発及びその成果の利用
　③ 商品の新たな生産又は販売の方式の導入    ⑥ その他の新たな事業活動
 ・  目標値：付加価値額または 1 人あたりの付加価値額が年 3％以上向上
給与支給総額が年 1.5％以上向上
※目標値については直近期末時点と比較した数字となります。

計 画 内 容

茨城県や日本政策金融公庫による融資の優遇措置や、ものづくり補助金の加点措置などがあり
ます。※金融支援の活用をする際は、経営革新計画提出前に各支援機関に事前相談が必要です。支 援 措 置

申込方法等については下記「問合せ先」よりご確認ください

問 合 せ 先 茨城県 産業戦略部中小企業課経営支援室
〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番6
URL :  https://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/chusho/keiei/keieikakushin/top.html
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URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
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経営革新計画

事業継続力強化計画
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下館商工会議所
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☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日） 
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向上、経営計画の立案、給与体制と勤務体系の再構築等
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企 業 負 担 専門家派遣に要する費用（謝金及び交通費）の3分の1相当額

公益財団法人いばらき中小企業グローバル推進機構　グローバル展開二課
茨城県水戸市桜川2－2－35（茨城県産業会館9階）
☎ 029－224－5317　FAX 029－227－2586

茨城県よろず支援拠点
URL : https://ibaraki-yorozu.go.jp/
☎ 029－224－5339　8：30～17：15（平日）
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いばらきエキスパートバンク

よろず支援拠点

　小規模事業者が抱える、経営課題に対して、専門家を派遣する事業です。ご利用にあたっては、事前に窓
口等で相談内容を把握させていただいた上で、実施日・実施場所・講師等を決定させていただきます。

　中小企業、小規模事業者、創業予定者などのみなさまが抱える様々な経営課題を解決するために設置され
た相談窓口です。経営全般の専門知識を持つコーディネーターが経営改善、新事業の立ち上げ、販路拡大な
ど、幅広い分野での支援を相談者に合わせてサポートを行います。

中小企業エキスパート派遣事業
　公益財団法人いばらき中小企業グローバル推進機構に登録された、大手企業OBや技術士等の技術に関する
専門家、及び中小企業診断士や税理士等の経営に関する専門家のことです。専門的知識や経験を有する技術
面・経営面の専門家「エキスパート」を依頼のあった企業に派遣し、支援を行います。



詳細については下記「問合せ先」によりご確認ください。

問 合 せ 先

詳細等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先

相　談　例 開業の手続きはどうすればよいのか？
開業資金はどのくらい必要で、どのように用意したらよいのか？
開業する場所はどこがいいか？
開業にあたり優遇措置はあるのか？
開業はしたが、帳簿の付け方や、税の申告などどのようにしたらよいか？

下館商工会議所 
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日）

ポータルサイト

下館商工会議所 
URL : https://www.shimodate-cci.or.jp/
☎ 0296－22－4596　8：45～17：15（平日）

相　談　例 外国人材を雇用したい 雇用のミスマッチングを避けたい
外国人材の定着支援を受けたい 特定技能制度を活用したい
求人情報の掲載、求職者情報の閲覧 行政書士の支援を受けたい

企業・団体
サポート
登　　　録

茨城県外国人材支援センターは、外国人材を雇用している、これから雇用したい、雇用を検討
したいという県内の企業・団体組合・介護施設などの事業者の皆様の登録をお待ちしています。
また、留学生が在籍する、日本語学校、専門学校、大学・短大などの教育機関の登録エントリー
も受け付けております。必要に応じアドバイザーが訪問し、ニーズに合う支援を行います。

支　　　援 専門アドバイザーによる各種支援を実施しております。
・企業向け各種セミナーの実施
・企業向けの外国人材受け入れ環境コンサルティング支援
・茨城県内に就労を希望する外国人材と県内企業の就職マッチング支援
・介護事業所向けの支援

いばらき中小企業
グローバル推進機構 ＪＮｅｔ21 ミラサポPlus INDT知財総合支援
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海外販路開拓
　販売経路を広げる販路拡大は、あらゆる企業にとって欠かせない取り組みです。販路拡大に有効なオンライ
ン・オフラインの施策と販路拡大戦略立案のポイントを支援します。

創 業 者 支 援
　毎年年1回「創業塾」を開催しております！
　事業を開始するための心構え、ビジネスプラン（事業計画）、経営、税務、財務、マーケティング、労務管
理・資金調達など創業に向けての知識を学ぶことができます。

茨城県外国人材支援センター
　企業の抱える課題を解決します
　当センターには、専門のアドバイザーが常駐しており、県内での就労を希望する特定技能外国人等(留学生
を含む)と県内企業との就職マッチング支援、外国人材を雇用したい企業への各種支援、セミナーの開催、専
門家派遣などの支援を行っています。

詳細等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先

無料相談
（相談員・
　弁護士）

例えば…
① 支払期日を過ぎても代金を払ってくれない。
② お客さんからキャンセルされたので、部品が必要なくなったといって返品された。
③ 長年取引をしていた発注元から突然取引を停止された。

調停による
紛 争 解 決

調停による紛争解決手続き（ADR）
・紛争当事者間の和解の調停を行います。
・裁判と異なり非公開で行われるため、当事者以外には秘密が守られます。
・当事者が合意すれば、自由に調停場所・時間等を決めることができます。

下請かけこみ寺
URL : https://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/

相談用フリーダイヤル（通話料無料）
0120－418－618　9：00～12：00/13：00～17：00/（平日）

詳細等については下記「問合せ先」よりご確認ください。

問 合 せ 先

無料相談会 行政書士による無料相談会の開催
毎週火曜日に相談会を開催しております。
相談は予約制です。あらかじめセンターへご連絡ください。
相談時間は1社30分～60分程度です。
相談料は無料、秘密厳守いたします。お気軽にご相談ください。

茨城県外国人材支援センター
※ご相談で当センターへお越しになる際は必ず事前予約をしてください。 
URL : https://ifc.ibaraki.jp/
☎ 029－239－3304　9：00～17：00（土日祝祭日及び年末年始を除く）
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下請かけこみ寺
　中小企業が抱える取引上のトラブルを専門の相談員や弁護士が解決に向けてサポートします。
　信頼関係を崩さず、スムーズな下請取引を行うための価格交渉をサポートします。

INPT知財総合支援



詳細については下記「問合せ先」によりご確認ください。
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下請かけこみ寺
　中小企業が抱える取引上のトラブルを専門の相談員や弁護士が解決に向けてサポートします。
　信頼関係を崩さず、スムーズな下請取引を行うための価格交渉をサポートします。



※掲載内容は令和 6 年 8 月現在です。その後の掲載内容については当商工会議所ホームページで随時更新しています。
　〔土日祝日および年末年始を除く〕

経営全般 ☎0296－22－4596 8:45～17:15（平日）

相　談　窓　口 相談できる内容（主なもの） 問　い　合　わ　せ

事業承継、引継ぎ全般 ☎029－284－1601 9:00～17:15（平日）

資金繰り ☎029-301-3554 9:00～17:00（平日）

経営全般 ☎029－224－5339 8:30～17:15（平日）

筑西市の支援施策、資金繰り ☎0296-20-1160 8:30～17:15（平日）

資金繰り 国民生活事業 ☎029－221－7137

　

9：00～17：00
中小企業事業 ☎029－231－4246 9：00～17：00

ものづくり補助金 ☎050-8880－4053 10:00～17:00（平日）

GビズIDの取得 ☎0570－023－797 9:00～17:00（平日）

どこに相談したらよいかわからない場合 ☎03－3501－1511（代表）

相　談　窓　口　一　覧

茨城県事業承継・引継ぎ支援センター

下 館 商 工 会 議 所

茨 城 県 　 経 営 支 援 課 金 融 担 当

茨城県よろず支援拠点　経営相談窓口

筑 西 市 経 済 部 商 工 観 光 課

日 本 政 策 金 融 公 庫

ものづくり補助金事務局サポートセンター
全 国 中 小 企 業 団 体 中 央 会

経 済 産 業 省
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